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１　はじめに
　地方自治が重要であるということについて
は、異論がある方はまずいないのではないか
と思います。「地方自治は、民主政治の最良の
学校、その成功の最良の保証人」（J.ブライス）、

「現地即応性、現地適格性、現地効率性・能率
性の確保」、「地域総合行政の遂行」などといっ
た言葉はよく耳にするところであり、いずれ
も地方自治の重要性を語る際に使われる言葉
といえるでしょう。しかしながら、これらの
言葉は、「地方自治の果たす役割の重要性とそ
の効用」を語るものですが、「地方自治は誰の
ため？」という問いに、直接に答えるもので
はないように思われます。

２　二つの視点
　現行憲法と異なり、明治憲法には地方自治
に関する規定が設けられていませんでした。
しかしながら、明治憲法下において、地方自
治制度が重視されていなかったわけではあり
ません。明治憲法発布の前年の明治21年に市
制町村制が制定されていることは、逆に、当
時の政府が地方自治制度を非常に重視してい
たことを示しているものといえるでしょう。
　市制町村制理由（明治21年）では、「本制（注
市制町村制）ノ旨趣ハ自治及分権ノ原則ヲ実
施セントスルニ在リテ」、立法上、その端緒を
開いたものであることが明らかにされていま
す。そして、「国内ノ人民各其自治ノ団結ヲ為
シ政府之ヲ統一シテ其機軸ヲ執ルハ国家ノ基
礎ヲ鞏固ニスル所以ナリ国家ノ基礎ヲ固クセ
ントセハ地方ノ区画ヲ以テ自治ノ機体トナシ
以テ其部内ノ利害ヲ負担セシメサル可カラス」
と述べられており、また、地方自治制度を整

備し、国民をして憲政に習熟せしめることは、
「是将来立憲ノ制ニ於テ国家百世ノ基礎ヲ立ツ
ルノ根源タリ」と述べられていることなどは、
当時の政府の担当者が地方自治制度の整備を
急いだ理由の一端を示しているものと思われ、
注目されるところです。当時の厳しい国際環
境の中で、何とか日本を欧米列強に伍してい
けるような近代国家に作り上げていくために
は、しっかりとした地方自治制度の確立が是
非必要なのだ、という当時の政府首脳の声が
聞こえてきそうな気がします。要するに、「地
方自治は、国家のために必要」という考え方
が背景にあったといえるでしょう。
　このような視点と全く異なる考え方を示唆
するものとして、次のようなアメリカの地方
自治制度に関する考え方が挙げられるのでは
ないかと思います。
　アメリカでは、「自治体の設立（incorporation）」
ということがあります。自治体の設立とは、

「「未法人化区域」に居住する住民が、自らの
区域内で、新しい統治体制（地方政府）の下
に独自の公共サーヴィス（行政サーヴィス）
を提供することができるようにするため、住
民共同の発意により、新しく「シティ」や「バ
ラー」あるいは「ヴィレッジ」などの「自治
体法人」を設立する行為を指す」（小滝敏之『ア
メリカの地方自治』第一法規、2004年、ｐ215）
ものです。自治体を設立することにより新た
に税負担等が生じることもあり、プラスとマ
イナスの両面を天秤にかけて、自治体を設立
するかどうかが決められることとなります。
未法人化区域は寂れた地域なのかというと必
ずしもそうではありません。大都市近郊の立
派な住宅地が、実は未法人化区域であるとい
うことも珍しくありません。
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　いずれの市町村にも帰属しない区域という
ものが基本的に存在しない日本では、自治体
は存在しているのが当たり前であり、「自治体
の設立」は馴染みのない概念です。要するに、
住民が自分たちで必要と考えれば自治体を設
立するということであり、「ビジネスを行う際
に、必要であれば、会社という法人を設立し
て、利用する」ということと相通じるものが
あると思います。このような考え方によれば、
地方自治は誰のためにあるのかといえば、当
然、「自治体を設立した住民のため」というこ
とになります。逆にいえば、住民が負担と受
ける便益を比較考量した上で不要と思えば自
治体は設立されないわけです。誤解をおそれ
ずに非常に単純化した形で表現すれば、「自治
体を設立することが損か得かで、その設立の
要否が判断される」ということになるでしょ
う。地方自治に対する一種の割り切った態度
を垣間見る気もします。

３　現在の状況は？
　二つの異なった視点を取り上げましたが、
それでは、現在の日本では、地方自治は誰の
ために存在すると考えられるのでしょうか。
　まず、実態としてみれば、日本の行政は、
外交・防衛を中心とする外政を別として、国
民生活のために行われる内政の大部分は、地
方公共団体により実施されています。国の各
府省がいろいろな制度を企画立案しても、そ
れらの施策の大部分は、地方公共団体を抜き
にしては実施することができないといっても
過言ではないでしょう。そもそも、すべての
内政を国が直接処理するということは、「現地
即応性、現地適格性、現地効率性・能率性」
といった点から考えても、現実的ではないこ
とは明らかです。また、地域住民の独自の需
要を国で一元的に把握して、それぞれに的確
に対応することも難しいでしょう。このよう
な点から考えれば、地方自治制度は国のため
に必要という最初の視点は、現在でも妥当す
るものといえるでしょう。
　もっとも、明治憲法とは異なり、現在の日
本は、国民主権に立脚した日本国憲法により
統治されています。したがって内政も、すべ

て主権者である国民のために行われているわ
けであり、「国のため」とは、究極的には「国
民（住民）のため」と解されることとなるの
ではないかと思われます。
　問題は、二番目の視点から見た場合です。
日本では、基本的に全国どの地域でも、いず
れかの地方公共団体の区域に所属するという
制度、つまり、いずれの地方公共団体にも所
属しないという地域というものは存在しない

（埋立等により新たに生じた土地のような例外
はありますが）という制度となっています。
したがって、「住民自らの発意によって、自治
体を設立する」という機会を持つことがあり
ません。このため、何となく「地方自治体が
存在していることや地方自治が制度として保
障されていることは、当然のこと」と思われ
てきてしまっているのではないでしょうか。
日本国憲法が施行されてから70年を超えます
が、「お任せ地方自治」という言葉を聞くこと
があるように「地方自治は自分たち（住民）
のため」ということが、残念ながら、必ずし
も十分に理解されているとはいえないのでは
ないでしょうか。
　実際のところ、「地方自治は、民主政治の最
良の学校」といわれるものの、地方選挙の投
票率は下がり続けており、また、住民の代表
として地方自治を支える重要な役割を果たす
べき地方議会の議員について、なり手不足が
非常に大きな課題となっている状況です。「地
方自治は住民のため」ということが、もっと
理解されることが必要なのではないかと思い
ます。
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